
証券コード：6048

平成28年11月10日

株 主 各 位
東 京 都 品 川 区 西 五 反 田 二 丁 目 30 番 ４ 号

株式会社デザインワン・ジャパン
代表取締役社長 高 畠 靖 雄

　

第11回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

　さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否のご表示をいただき、平成28年11月28日（月曜日）営業時間終了の時（午後

６時）までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

　
1. 日 時 平成28年11月29日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

2. 場 所 東京都目黒区下目黒１-８-１ 目黒雅叙園２階 華しずか

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図を

ご参照いただき、お間違いのないようご注意ください。）
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第11期（平成27年９月１日から平成28年８月31日まで）事業報

告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役５名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さい。なお、株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.designone.jp/）に掲載させていただきます。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産はございません。何卒ご理解くださいますよ

うお願い申しあげます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融緩和を背

景とする企業収益の回復や雇用環境の改善により緩やかな回復基調が継続してお

ります。一方で、世界経済では、米国では家計部門の底堅さを背景に回復基調が

持続しているものの、英国のEU離脱の決定、中国や新興国の景気減速など、依然

として先行き不透明な状況が続いております。

当社が事業展開するインターネット業界においては、株式会社MM総研発表の

「スマートフォン・MVNOの月額利用料とサービス利用実態 (2016年４月)」によれ

ば、平成27年９月末における携帯電話端末契約数は１億2,723万件で人口普及率は

100％を突破、そのうちスマートフォンの契約数も7,237万件(人口普及率56.9％)

にまで拡大しており、その浸透が進んでおります。また、インターネット広告市

場は、平成27年の広告費が１兆1,594億円（前年比110.2％)と昨年に続き１兆円を

超え（株式会社電通「2015年日本の広告費」（2016年２月））、今後も高い成長が見

込まれております。

このような経営環境のもと、当社は「Webマーケティング技術」や「システム開

発力」を活かし、地域情報口コミサイト「エキテン」を中心にサービスを提供し

て参りました。

当事業年度においては、主力事業である地域情報口コミサイト「エキテン」の

登録店舗獲得とともに、療術業界及びリラクゼーション業界への依存度低下を図

り、有料掲載業種の更なる多様化を進めるため、予備校・塾・リラクゼーション

業界に対する法人営業の積極的な展開、業種展開を意識したWEBマーケティング施

策の実施及び営業支援システム改修等のテレマーケティング運営体制の強化を行

いました。これらの施策が奏功し、当事業年度末における「エキテン」の無料店

舗会員数は113,466店舗、有料店舗会員数は15,879店舗（前事業年度末比4,849店

舗増加）となり（販促のための有料掲載サービス利用料金の無料適用先は、無料

店舗会員数に含んでおります）、受注に占める療術業界及びリラクゼーション業界

以外の店舗の割合は前年同期に比べ増加しております。
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以上の結果、当事業年度の業績は、有料店舗会員数の増加及びオプションプラ

ンの利用店舗数が増加したことによる顧客単価の上昇により売上高1,491,079千円

（前事業年度比62.1％増）となり、サービスの企画開発力強化等のための積極的な

人材採用による人件費の増加や、登録店舗獲得のためのマーケティング費用の増

加、東京証券取引所市場第一部への上場市場変更に係る費用等により販管費は増

加したものの、営業利益493,125千円（前事業年度比39.1％増）、経常利益501,697

千円（前事業年度比45.2％増）、当期純利益313,555千円（前事業年度比48.9％増）

となりました。

また、口コミ投稿・検索サービスのニーズが高く、今後の市場拡大が期待され

る東南アジアへの展開を見据え、 当事業年度の第２四半期会計期間において、ベ

トナムの飲食店口コミ投稿・検索サービス「LOZI」を運営するLozi Singapore

Pte. Ltd.に対する出資を行っております。

(2) 設備投資の状況

　当社の当事業年度における設備投資総額は、23,842千円であります。その主な

ものは業務効率化を目的とした社内システムの導入に伴うソフトウエア及び事務

所増床に伴う建物付属設備等であります。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

当社は、下記の６点を今後の事業展開における対処すべき特に重要な課題と認

識し、解決に向けて取り組んでおります。

① 既存事業の規模拡大

当社は、地域情報口コミサイト「エキテン」の運営を中核にインターネット

メディア事業を展開しております。日本における全店舗数と比較すると「エキ

テン」への有料掲載数はまだ少なく、当社のサービスは成長途上にあるといえ

ます。店舗へ提供するサービスの充実化を図ることで、有料店舗会員数の増加

及び有料掲載業種の網羅性の向上を図り業績の拡大に努めて参ります。また、

スマートフォンをはじめとするデバイスの進化等のインターネットを取り巻く

環境の変化及びそれに伴うインターネットユーザーのニーズ変化に迅速に対応

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年10月26日 14時43分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



し、インターネットユーザーに選ばれるサービスとするべく利便性及び満足度

の向上に努めて参ります。

② サイトの信頼性確保への対応

当社は、ユーザーが安心して利用できるサービスを提供することが、信頼性

の向上、ひいては事業の発展に寄与するものと認識しております。「エキテン」

では、店舗の運営者自身が登録する詳細な店舗情報、店舗利用者が投稿する口

コミ等を、インターネットを通してユーザーに提供しておりますが、サイト運

営者の立場から、ユーザーが安心して利用できるようにサイトの健全性や信頼

性を継続的に強化していくことが必要であると考えております。各種法令やそ

の制定趣旨に鑑みた当社独自の審査基準の見直しや審査体制の強化など、信頼

性確保の取り組みを継続的に実施して参ります。

③ 新規事業の展開

当社は、店舗からの「エキテン」掲載料収入及びアドネットワーク事業者か

らの広告料収入を主な収益源としており、「エキテン」への依存度の高さが課題

であると認識しております。「エキテン」に依存しない収益基盤を確立するため

にも、既存事業の周辺を含む様々な分野への事業展開により、収益源の多様化

を図って参ります。

④ 優秀な人材の確保と組織体制の強化

当社の事業拡大及び成長のためには、専門性を有する優秀な人材を継続的に

確保していくこと、既存社員の育成強化、並びに組織力の強化が不可欠であり

ます。当社では、業容拡大に伴い引き続き採用活動を行っていくと同時に、人

事評価制度や教育研修制度の改定・整備・充実により、優秀な人材を確保し重

要な人材の流出を防ぐことで、組織力の強化に取り組んで参ります。

⑤ システムセキュリティ及び安定性の確保

当社は、サービスをインターネット上において提供しているため、安定した

事業運営を行うためには、ウェブサイトに係るシステムのセキュリティ・開

発・保守管理体制の整備が必要不可欠であると認識しております。今後も、エ

キテンの事業規模拡大に伴うアクセス数の増加等に対応できるよう、適時適切

な設備投資等によりシステムセキュリティの維持、保守管理体制の整備及び安
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定性確保に取り組んで参ります。

⑥ 情報管理の強化

平成25年２月に一般財団法人日本情報経済社会推進協会が運営するプライバ

シーマーク制度の認証を取得しており、情報管理体制の強化、定期的なチェッ

ク及び従業員への社内教育を行っております。今後も引き続き、継続的な改善

に取り組み、より高いレベルでの情報管理体制を構築して参ります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
平成25年度
第８期

平成26年度
第９期

平成27年度
第10期

平成28年度
(当期)第11期

売 上 高 335,374 千円 545,186 千円 919,933 千円 1,491,079 千円

経 常 利 益 94,396 千円 164,159 千円 345,422 千円 501,697 千円

当 期 純 利 益 63,969 千円 99,609 千円 210,634 千円 313,555 千円

１株当たり当期純利益 10.66 円 16.60 円 32.48 円 41.98 円

総 資 産 214,508 千円 383,345 千円 1,913,162 千円 2,358,753 千円

純 資 産 144,479 千円 244,089 千円 1,694,424 千円 2,008,672 千円

(注) 当社は、平成24年11月６日付及び平成26年８月13日付でそれぞれ株式１株につき50株の割合で
株式分割を、平成27年３月７日付で株式１株につき10株の割合で株式分割を、平成27年９月１
日付で株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第８期の期首に当該株式分割
が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。
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(6) 主要な事業内容

事 業 主 要 サ ー ビ ス

インターネットメディア事業 地域情報口コミサイト「エキテン」の企画・運営

　

(7) 主要な営業所

名称 所在地

本社 東京都品川区

(8) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

68名 23名 (増) 30歳５ヶ月 ２年１ヶ月

(注) 従業員数には、臨時従業員は含んでおりません。

(9)主要な借入先

該当事項はありません。

(10)その他会社の現況に関する重要な事項

当社株式は、平成28年８月12日に東京証券取引所マザーズ市場から同取引所市

場第一部に市場変更いたしました。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 24,000,000株

(2) 発行済株式の総数 7,470,000株（自己株式27株を含む）

(3) 株主数 2,601名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

高畠 靖雄 2,320,000 株 31.05 ％

株式会社ティーエーケー 1,197,000 16.02

高畠 昭雄 740,000 9.90

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

526,800 7.05

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

336,200 4.50

高橋 慧 208,500 2.79

田中 誠 200,000 2.67

株式会社光通信 149,300 1.99

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 120,037 1.60

THE BANK OF NEW YORK 133652 82,600 1.10

(注)上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
　 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 526,800株
　 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 336,200株

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

第１回新株予約権

発行決議日 平成26年８月28日

新株予約権の数 975個

新株予約権の目的である株式の

種類及び数

普通株式 29,250株

（新株予約権１個につき30株）

新株予約権払込金額 金銭を払い込むことを要しない

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額
１株当たり60円

新株予約権の行使期間
平成28年９月１日から

平成36年７月31日

新株予約権の主な行使条件 （注）

役員の保有状況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数 975個

目的となる株式の数 29,250株

保有者数 １名

社外取締役

新株予約権の数 ０個

目的となる株式の数 ０株

保有者数 ０名
(注) 第１回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
　 (1)新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時におい

て、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員、顧問、社外協力者他これに準ずる
地位を有していなければならない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合
は、この限りではない。

(2)新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないも
のとする。

(3)権利行使時において、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されている
こと。

(2) 当事業年度中に使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

該当事項はありません。
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(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

当社は、平成28年１月８日開催の取締役会において、当社取締役及び従業員

に対し、新株予約権（有償ストック・オプション）を発行することを決議いた

しました。その概要は以下のとおりであります。

第３回新株予約権

発行決議日 平成28年１月８日

新株予約権の数 510個

新株予約権の目的である株式の

種類及び数

普通株式 51,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権払込金額 １株当たり15円

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額
１株当たり1,430円

新株予約権の行使期間
平成29年12月１日から

平成35年１月24日

新株予約権の主な行使条件 （注）

割当状況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数 20個

目的となる株式の数 2,000株

割当者数 １名

社外取締役

新株予約権の数 60個

目的となる株式の数 6,000株

割当者数 ２名

使用人

新株予約権の数 430個

目的となる株式の数 43,000株

割当者数 51名
(注)第３回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
　 (1)新株予約権者は、平成29年８月期、平成30年８月期及び平成31年８月期の３事業年度の

うち、いずれかの事業年度において当社の営業利益が下記(a)から(c)に掲げる水準を満
たしている場合に限り、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、当該各
号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として、当該条件を最
初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することができる。

　(a)営業利益が６億円を超過した場合 行使可能割合：20％

　(b)営業利益が８億円を超過した場合 行使可能割合：50％

　(c)営業利益が10億円を超過した場合 行使可能割合：100％

　 なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される

損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）における営業利

益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重

要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。ま

た、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に

１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

(2)新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締

役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、その他正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。
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(3)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数

を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(5)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(6)その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受け

る者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 高 畠 靖 雄

取 締 役 高 畠 昭 雄 エキテン事業本部長

取 締 役 田 中 誠 情報システム部長

取 締 役 原 口 聡 史 コーポレートデザイン室長

取 締 役 武 内 智 裕
テイクエナジーコーポレーション株式会社新規事業開発
室長

取 締 役 高 木 友 博
明治大学理工学部情報科学科教授
株式会社Faber Company顧問

常 勤 監 査 役 工 藤 耕 二

監 査 役 石 田 史 朗
株式会社リアルストーン代表取締役
税理士法人石田・加藤事務所代表社員
株式会社現代エステート代表取締役

監 査 役 鎌 田 智
オープンテクノロジー株式会社監査役
鎌田法律事務所所長

(注) 1．当期中に就任した取締役は、次のとおりであります。
取締役 高木 友博
取締役高木友博氏は、平成27年11月27日開催の定時株主総会において就任いたしました。

2．取締役武内智裕氏及び高木友博氏は、社外取締役であります。
3．監査役工藤耕二氏、石田史朗氏及び鎌田智氏は、社外監査役であります。
4．監査役工藤耕二氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
5．監査役石田史朗氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
6. 監査役鎌田智氏は、弁護士として企業法務に精通しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
7．当社は、取締役武内智裕氏、高木友博氏、監査役工藤耕二氏を東京証券取引所の定めに基づ

く、独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
8．平成28年９月１日付で次のとおり異動がありました。

氏名
地位及び担当並びに重要な兼職の状況

変更前 変更後

高 畠 靖 雄 代表取締役社長
代表取締役社長

エキテン事業本部長

高 畠 昭 雄
取締役

エキテン事業本部長

取締役

メディア企画部担当

田 中 誠
取締役

情報システム部長

取締役

情報戦略室長
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(2) 取締役および監査役の報酬等

① 取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

各取締役の報酬額は、株主総会にて決議された報酬総額の枠内で、各人の実

績についての代表取締役との面談を踏まえて、翌期の職責、経営内容や経済情

勢、世間相場、使用人給与とのバランス等を考慮した上で、取締役会決議によ

る委任に基づき代表取締役が決定しております。

② 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区分 支給人員 報酬等の総額

取 締 役 ６名 59,997千円

（う ち 社 外 取 締 役） （２名） （6,075千円）

監 査 役 ３名 6,150千円

（う ち 社 外 監 査 役） （３名） （6,150千円）

合計 ９名 66,147千円

(注) 1．取締役の報酬限度額は、平成27年11月27日開催の第10回定時株主総会において年額150,000
千円以内（うち社外取締役分は年額15,000千円以内。ただし、使用人分給与は含まない。）
と決議いただいております。

2．監査役の報酬限度額は、平成25年11月28日開催の第８回定時株主総会において年額10,000千
円以内と決議いただいております。

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年10月26日 14時43分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 武 内 智 裕
テイクエナジーコーポレーション

株式会社
新規事業
開発室長

当社と当該他の法人等と
の間には、資本関係及び
取引関係はありません。

取締役 高 木 友 博
明治大学理工学部情報科学科 教授 当社と当該他の法人等と

の間には、資本関係及び
取引関係はありません。株式会社Faber Company 顧問

監査役 石 田 史 朗

株式会社リアルストーン
株式会社現代エステート

代表取締役 当社と当該他の法人等との
間には、資本関係及び取引
関係はありません。税理士法人石田・加藤事務所 代表社員

監査役 鎌 田 智
オープンテクノロジー株式会社 監査役 当社と当該他の法人等との

間には、資本関係及び取引
関係はありません。鎌田法律事務所 所長

② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取締役 武 内 智 裕
当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回に出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行っております。

取締役 高 木 友 博
就任後に開催された取締役会16回のうち16回に出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。

監査役 工 藤 耕 二

当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査役会13回
のうち13回に出席いたしました。常勤監査役として当社取締役の
業務執行状況を監視し、必要に応じ、適宜発言を行っておりま
す。

監査役 石 田 史 朗
当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査役会13回
のうち12回に出席いたしました。主に税理士としての豊富な経験
から、必要に応じ、適宜発言を行っております。

監査役 鎌 田 智
当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査役会13回
のうち13回に出席いたしました。主に弁護士としての豊富な経験
から、必要に応じ、適宜発言を行っております。

　

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間に

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 14,750千円

(注) 1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分ができませんので、当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額
について同意いたしております。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、有限責任監査法人トーマツに対し、公認会計士法第２条第１項の業務

以外の業務であるコンフォートレター作成業務を委託し、対価を支払っておりま

す。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任する方針で

あります。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。

　また、会計監査人の法令違反、適格性・独立性を害する事由の発生等により、

会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、会社法第

344条の規定により、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再

任に関する議案の内容を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき当該議案を

株主総会に付議いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制

①取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

・全役職員が法令遵守はもとより、誠実かつ公正な企業行動を通じて社会的な

責任を果たしていくことを明確にするとともに、役職員に周知徹底させる。

・コンプライアンス体制並びにリスク管理体制の充実、徹底を図るため、「リス

ク・コンプライアンス委員会」において、リスクあるいはコンプライアンス

上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に適宜報告する。

・「リスク・コンプライアンス委員会」はコンプライアンス体制を定着させるた

めの日常的活動を通じ、コンプライアンスの実効性の確保に努める。

・コンプライアンスの状況について、内部監査を実施する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・「文書管理規程」等の社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報につい

て、文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。

・個人情報を含む情報資産を適切に保護するための対策を実施し、情報資産の

管理を徹底する。

・ディスクロージャー体制の強化により、迅速な情報開示に努めるとともに、

経営の健全性と透明性を確保する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク・コンプライアンス委員会」はリスク管理全体を統括する組織とし

て、内部統制と一体化した全社的なリスク管理体制の構築、整備を行う。

・不測の事態が発生した場合には速やかに「リスク・コンプライアンス委員会」

を招集し、迅速かつ適切な対応を行い、損失・被害を最小限に止めるととも

に、再発防止対策を講じる。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定例取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うために、適

宜、臨時取締役会を開催し、経営の基本方針・戦略の策定、重要業務の執行

に関する決定及び業務執行の監督等を行う。

・中期経営計画により、中期的な基本戦略、経営指標を明確化するとともに、

年度ごとの利益計画に基づき、目標達成のための具体的な諸施策を実行する。
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⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役（会）が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。

・監査役（会）の職務を補助する使用人の任命・異動等人事に関する事項につ

いては、監査役（会）の意見を尊重した上で行うものとし、指揮命令等につ

いて当該使用人の取締役からの独立性を確保する。

⑥取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関す

る体制

・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する

恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他

監査役（会）が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速やかに監査

役（会）に報告する。

・監査役は、定例重要会議への出席又は不定期の会議等において、経営の状態、

事業遂行の状況、財務の状況、内部監査の実施状況、リスク管理及びコンプ

ライアンスの状況等の報告を受けることができる。

⑦前記⑥の報告を行った者が当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

「内部通報規程」に従い、内部通報制度を整備するとともに、監査役への報告

を行った当社の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を当社の役職員に対して周知徹底する。

　

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

監査役は、会計監査人や弁護士への相談に係る費用を含め、職務の執行に必要

な費用を会社に請求することができ、会社は当該請求に基づき支払う。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するために、取締役会

などの重要な会議に出席するとともに、稟議書その他重要な業務執行に関す

る文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることが

できる。

・監査役（会）は、会計監査人、内部監査部門と監査上の重要課題等について

意見・情報交換をし、互いに連携して会社の内部統制状況を監視する。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年10月26日 14時43分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



⑩財務報告の信頼性を確保するための体制

・金融商品取引法その他の法令に基づき、内部統制の有効性の評価、維持、改

善等を行い、適切に「内部統制報告書」を作成・提出する。

・当社の各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的

モニタリング等を実施し、全社的な統制活動及び各業務プロセスの統制活動

を強化する。

⑪反社会的勢力への対応

・関係規程、マニュアル等を整備し、コーポレートデザイン室を統括部署とし

て、反社会的勢力の排除を推進する。

・反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から所轄警察署や顧問弁護士など、

外部専門機関との密接な連携関係を構築する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①リスク・コンプライアンス委員会は、市場、情報セキュリティ、環境、労務、

提供するサービスの品質など、会社を取り巻く様々な事業運営上のリスクの低

減・回避策やリスクが顕在化した場合の対応策等を協議するとともに、コンプ

ライアンス全般及び業務に直結する主要な社内規程、インサイダー取引や情報

漏えい防止に関する研修に加え、内部通報制度の開始・周知等によりコンプラ

イアンスの推進、実効性の確保に取組んでおります。

②内部監査部門は、毎期、コンプライアンスについて各部門共通の監査項目とし

て、監査役と連携して内部監査を実施し、モニタリングしております。

③取締役会において、取締役及び監査役全員出席のもと、重要業務の執行に関す

る決定や監督等を行うとともに、毎期、中期経営計画及び利益計画(予算)を策

定し、業務執行取締役は同計画の達成に取組んでおります。

④監査役は、議事録や稟議書、契約書等の書類の閲覧に加え、関係者へのヒアリ

ング、内部監査への立会い、代表取締役や監査法人との面談により監査を行う

ほか、毎月開催される取締役会やその他の重要会議に出席し、必要に応じて意

見を述べ、取締役会での決議の状況や取締役の業務執行状況を監査しておりま

す。また、監査の実効性・効率性の確保を図るべく、会計監査人及び内部監査

部門と監査上の重要な課題等について適宜情報・意見交換を行い、互いに連携

して会社の内部統制状況を監視しております。

⑤コーポレートデザイン室は、反社会的勢力の排除を目的とした団体が主催する

セミナーに参加し、その内容のフィードバック、周知徹底を図っております。

また、同団体に入会して、反社会的勢力の動向を把握するなど、情報収集や警

察・弁護士等の外部専門機関との連携により、反社会的勢力の排除に取組んで

おります。
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貸 借 対 照 表
（平成28年８月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,246,689 流 動 負 債 336,569

現 金 及 び 預 金 1,808,812 未 払 金 101,296

売 掛 金 103,494 未 払 費 用 44,549

有 価 証 券 300,000 未 払 法 人 税 等 141,843

貯 蔵 品 443 未 払 消 費 税 等 41,994

前 払 費 用 14,430 前 受 金 966

繰 延 税 金 資 産 23,082 預 り 金 3,118

そ の 他 5 ポ イ ン ト 引 当 金 2,802

貸 倒 引 当 金 △3,579 固 定 負 債 13,510

固 定 資 産 112,063 資 産 除 去 債 務 13,510

有 形 固 定 資 産 26,933 負 債 合 計 350,080

建 物 29,810 純 資 産 の 部

工 具 器 具 備 品 7,226 株 主 資 本 2,007,922

減 価 償 却 累 計 額 △10,103 資 本 金 639,850

無 形 固 定 資 産 19,360 資 本 剰 余 金 619,850

ソ フ ト ウ エ ア 19,360 資 本 準 備 金 619,850

投 資 そ の 他 の 資 産 65,769 利 益 剰 余 金 748,279

投 資 有 価 証 券 30,385 　そ の 他 利 益 剰 余 金 748,279

破 産 更 生 債 権 等 580 繰 越 利 益 剰 余 金 748,279

敷 金 及 び 保 証 金 24,827 自 己 株 式 △56

繰 延 税 金 資 産 10,557 新 株 予 約 権 750

貸 倒 引 当 金 △580 純 資 産 合 計 2,008,672

資 産 合 計 2,358,753 負 債 純 資 産 合 計 2,358,753

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,491,079

売 上 原 価 115,839

売 上 総 利 益 1,375,239

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 882,114

営 業 利 益 493,125

営 業 外 収 益

受 取 利 息 316

有 価 証 券 利 息 531

助 成 金 収 入 1,386

違 約 金 収 入 5,553

そ の 他 783 8,571

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0 0

経 常 利 益 501,697

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 15 15

税 引 前 当 期 純 利 益 501,712

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 202,287

法 人 税 等 調 整 額 △14,130 188,156

当 期 純 利 益 313,555

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年９月１日から
平成28年８月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 639,850 619,850 619,850 434,724 434,724 － 1,694,424

当期変動額

当期純利益 　 　 　 313,555 313,555 313,555

自己株式の取得 △56 △56

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

－

当 期 変 動 額 合 計 － － － 313,555 313,555 △56 313,498

当期末残高 639,850 619,850 619,850 748,279 748,279 △56 2,007,922

　

新株予約権
純 資 産
合 計

当期首残高 － 1,694,424

当期変動額

当期純利益 313,555

自己株式の取得 △56

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

750 750

当 期 変 動 額 合 計 750 314,248

当期末残高 750 2,008,672

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　

重要な会計方針

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）によっております。

　 時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

(2) 貯蔵品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備は、定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～６年

(2) 無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法に基づいております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(2) ポイント引当金

　ユーザーに対するインセンティブとして付与したポイントの利用による換金に

備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上してお

ります。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度

に適用し、平成28年４月１日以後取得する建物附属設備の減価償却費の計算方法に

ついては、定額法によっております。

なお、当事業年度において、計算書類における影響額はありません。

貸借対照表に関する注記

　該当事項はありません。

　

損益計算書に関する注記

　該当事項はありません。

　

株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,470,000株

2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 27株

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな

るもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年11月29日

定時株主総会
普通株式 繰越利益剰余金 14,939 2.0 平成28年８月31日平成28年11月30日

(注)１株当たり配当額２円は市場第一部に指定されました記念配当であります。
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税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 1,283千円

ポイント引当金 864千円

未払費用 12,565千円

資産除去債務 4,137千円

一括償却資産 2,615千円

減価償却超過額 6,617千円

未払事業税 8,547千円

繰延税金資産小計 36,631千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 36,631千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 2,992千円

繰延税金負債合計 2,992千円

繰延税金資産の純額 33,639千円

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等

の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で

成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が

行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の32.3％から平成28年９月１日に開始する事業年

度及び平成29年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては30.9％、平成30年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については、30.6％となります。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が1,567

千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金調達については、自己資金からの充当及び銀行等金融機関からの

借入れによる方針であります。一時的な余資の運用につきましては、安全性の高

い短期の金融資産に限定して運用を行なう方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金及び破産更生債権等、敷金及び保証金は、顧客の信用リ

スクに晒されております。当該リスクにつきましては、当社の規程に従い、事業

部門とコーポレートデザイン室が連携して、取引先ごとに適切な期日管理及び残

高管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。

　有価証券は合同運用の金銭信託及び信託受益権であり、預金と同様の性格を有

するものであります。

　投資有価証券につきましては、定期的に発行体の財務状況等を把握し、リスク

が懸念されるものについては、保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である未払金、未払費用、未払法人税等、未払消費税等及び預り金は、

そのすべてが１年以内の支払期日であります。また、未払金及び未払費用は流動

性リスクに晒されておりますが、当該リスクにつきましては、各部署からの報告

に基づきコーポレートデザイン室が月次単位での支払予定を把握する等の方法に

より、当該リスクを管理しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
　

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,808,812 1,808,812 －

(2) 売掛金 103,494

貸倒引当金（※） △3,579

99,914 99,914 －

(3) 有価証券 300,000 300,000 －

(4) 破産更生債権等 580

貸倒引当金（※） △580

－ － －

(5) 敷金及び保証金 24,827 24,232 △595

資産計 2,233,555 2,232,959 △595

(1) 未払金 101,296 101,296 －

(2) 未払費用 44,549 44,549 －

(3) 未払法人税等 141,843 141,843 －

(4) 未払消費税等 41,994 41,994 －

(5) 預り金 3,118 3,118 －

負債計 332,801 332,801 －
　

（※）売掛金及び破産更生債権等については対応する貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
資 産

(1)現金及び預金、(2)売掛金
　これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

(3)有価証券
　有価証券については、取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4)破産更生債権等
　破産更生債権等は回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日におけ
る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価と
しております。

(5)敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価の算定は、合理的に見積った敷金の返還予定時期に基づき、安全性の高い
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　
負 債

(1)未払金、(2)未払費用、(3)未払法人税等、(4)未払消費税等、並びに(5)預り金
　これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる主な金融商品

（単位：千円）

区分 平成28年８月31日

非上場株式 30,385

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため含
めておりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,808,812 － － －

売掛金 103,494 － － －

有価証券

　その他有価証券のうち満期があるもの

　 その他 300,000 － － －

敷金及び保証金 － － 24,827 －

合計 2,212,306 － 24,827 －

（注）破産更生債権等（貸借対照表計上額580千円）については、償還予定が明確に確定できないた
め、記載しておりません。
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関連当事者との取引に関する注記

　該当事項はありません。

　

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 268円80銭

１株当たり当期純利益金額 41円98銭

　

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

その他の注記

　特記事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　独立監査人の監査報告書

　平成28年10月19日
　株式会社デザインワン・ジャパン
　 取締役会御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 片 岡 久 依 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 塚 亨 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社デザインワン・ジャパン
の平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第11期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の
執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている当該体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及
びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日
企業会計審議会)等にしたがって整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年10月24日
株式会社デザインワン・ジャパン 監査役会
常勤監査役（社外監査役）工 藤 耕 二 ㊞

社外監査役 石 田 史 朗 ㊞
社外監査役 鎌 田 智 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は成長過程にあるため、経営体質強化及び将来の成長に向けた機動的な事

業展開等に必要な内部留保の確保が必要と考えております。利益配分については、

必要な内部留保を確保したうえで、その後、早期の安定した配当を実施したいと

考えております。

当期の期末配当につきましては、上記の方針や業績の状況も踏まえ、また、お

かげさまで平成28年８月12日をもちまして東京証券取引所マザーズ市場から同市

場第一部へ市場変更されましたことから「記念配当」として１株につき２円の配

当を実施させていただきたいと存じます。

(1)株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金２円、総額14,939,946円

(2)剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成28年11月30日
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第２号議案　定款一部変更の件

(1) 提案の理由

①今後の事業の多様化に対応するため、事業の目的事項を追加するものであ

ります。

②経営体制の充実強化に備えるため、取締役の員数の上限を６名以内から８

名以内に変更するものであります。

③取締役の経営責任をより明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経

営体制を構築するため、取締役の任期を２年から１年に変更するものであ

ります。また、これに伴い、任期調整の規定を削除するものであります。

(2) 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

(目的)

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

　 (1)～(6) （条文省略）

　 （新設）

　 (7)前各号に附帯する一切の業務

(取締役の員数)

第20条 当会社の取締役は、６名以内とする。

(取締役の任期)

第22条 取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結のときまでと

する。

２． 増員により、又は補欠として選任され

た取締役の任期は、他の在任取締役の

任期の満了するときまでとする。

(目的)

第２条 （現行どおり）

　 (1)～(6) （現行どおり）

　 (7)人材紹介業

　 (8)前各号に附帯する一切の業務

(取締役の員数)

第20条 当会社の取締役は、８名以内とする。

(取締役の任期)

第22条 取締役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結のときまでと

する。

　 （削除）
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第３号議案　取締役５名選任の件

取締役全員（６名）は本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役会において機動的に意思決定が行えるよう１名減員し、取締役５

名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

1

たか はた やす お

高 畠 靖 雄
（昭和50年11月27日生）

2,320,000
株

平成12年４月 富士通株式会社入社

平成17年９月 当社設立、代表取締役社長就任

平成28年９月 当社代表取締役社長エキテン事業本部長

就任（現任）

取締役候補者とした理由

創業者として当社の経営を指揮してきた実績を通じて培

われた高い見識とリーダーシップを、今後も当社の更な

る成長に十分に活かしていただけると判断し、取締役候

補者としました。

2

たか はた あき お

高 畠 昭 雄
（昭和52年６月12日生）

平成14年４月 株式会社日立製作所入社

740,000株

平成16年10月 日立オムロンターミナルソリューション

ズ株式会社入社

平成17年９月 当社入社

平成18年１月 当社取締役営業部長就任

平成26年４月 当社取締役エキテン事業本部長就任

平成28年１月 当社取締役エキテン事業本部長兼事業企

画部長就任

平成28年５月 当社取締役エキテン事業本部長就任

平成28年９月 当社取締役メディア企画部担当就任（現

任）

取締役候補者とした理由

取締役として、当社の事業部門において豊富な経験・実

績を有しており、引き続きその職務経験や知見を、当社

の経営に活かしていくことが期待できるものと判断し、

取締役候補者といたしました。

3

　 た なか まこと

田 中 誠
（昭和50年11月21日生）

平成12年４月 日本電気株式会社入社

200,000株

平成14年11月 NECエレクトロニクス株式会社（現ルネ

サスエレクトロニクス株式会社）入社

平成19年２月 当社入社

平成19年８月 当社取締役開発部長就任

平成26年４月 当社取締役新規事業開発部長就任

平成28年１月 当社取締役情報システム部長就任

平成28年９月 当社取締役情報戦略室長就任（現任）

取締役候補者とした理由

取締役として、当社の技術分野において豊富な経験・実

績を有しており、引き続きその職務経験や知見を、当社

の経営に活かしていくことが期待できるものと判断し、

取締役候補者といたしました。
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

4

たけ うち とも ひろ

武 内 智 裕
（昭和34年10月３日生）

昭和57年４月 日本電信電話株式会社入社

―株

平成元年１月 日本テレコム株式会社（現ソフトバンク

テレコム株式会社）入社

平成７年３月 第二電電株式会社（現KDDI株式会社）入

社

平成12年２月 ソフトバンク株式会社入社

ソフトバンク・テクノロジー株式会社配

属

平成14年２月 アジアビジョン・ジャパン株式会社出向

取締役に就任

平成16年３月 同社代表取締役社長に就任

平成17年４月 ソフトバンクBB株式会社配属

平成20年７月 株式会社ライブウェア（現株式会社マー

ベラス）入社 代表取締役社長に就任

平成21年10月 エフルート株式会社（現株式会社アクセ

ルマーク）入社

平成22年２月 エフルート・モバイル・テクノロジー株

式会社出向 取締役に就任

平成24年８月 株式会社ザイナスに入社 社長室事業開

発部長

平成27年１月 ユニファイドサービス株式会社入社 事

業開発部部長
平成27年２月 当社取締役就任（現任）

平成28年４月 テイクエナジーコーポレーション株式会

社入社 新規事業開発室長（現任）

社外取締役候補者とした
理由

関連業界における経営者としての豊富な経験と幅広い見

識に基づく他の取締役の監督、及び取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための助言・提言が期待で

きると判断し、社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

5

たか ぎ とも ひろ

高 木 友 博
（昭和29年６月８日生）

昭和63年10月 松下電器産業株式会社（現パナソニック

株式会社）入社

―株

平成12年４月 明治大学理工学部情報科学科 教授（現

任）
平成16年４月 カリフォルニア大学バークレー校

コンピュータサイエンス学科 客員研究員
平成16年４月 日本学術振興会学術システム研究センター

専門委員
平成27年８月 株式会社Faber Company 顧問（現任）

平成27年11月 当社取締役就任（現任）

社外取締役候補者とした
理由

一般企業での勤務経験及び大学教授としての豊富な経験

と幅広い見識に基づく他の取締役の監督、及び取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提

言が期待できると判断し、社外取締役候補者といたしま

した。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は武内智裕氏及び高木友博氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定

する契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項の最低
責任限度額としております。また、両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で上
記責任限定契約を継続する予定であります。

３．武内智裕氏及び高木友博氏は社外取締役候補者であります。
　 なお、当社は武内智裕氏及び高木友博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
４．武内智裕氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって１年

９ヶ月となります。
５．高木友博氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって１年

となります。
６．取締役候補者の指名の方針と手続
　 経営陣幹部の選任と取締役候補者の指名を行うにあたっては、各人の能力、経験、見識な

どを総合的に勘案し、全社的立場に立ちその職務と責任を全うできる適任者を取締役会に
おいて決定しております。

７．独立性判断基準
　 当社は、会社法及び東京証券取引所が定める独立性基準を当社の独立性判断基準としてお

りますが、これら基準を充たしていることに加え、経営者や業務執行取締役等がいる取締
役会の場において、一般株主の利益を配慮しつつ率直に疑問を呈し議論を行える「精神的
独立性」を有する人物を独立社外取締役として選定することとしております。

以 上
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大鳥神社
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線
）

目
黒
川

目
黒
川

目黒通り
権之助坂

坂行人

　

《会場ご案内図》

東 京 都 目 黒 区 下 目 黒 １ － ８ － １

目 黒 雅 叙 園 ２ 階 「華 し ず か」

電 話 (03) 3491-4111

　

　

◎目黒駅（JR山手線西口、東急目黒線、地下鉄南北線・三田線出口）より行人坂
を下って目黒雅叙園２階「華しずか」まで徒歩約10分
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